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はしがき 

神奈川県水産技術センター相模湾試験場（以下「相模

湾試験場」という）は、神奈川県沿岸漁業の支援及び沿

岸水域環境の保全に関する調査研究のため、漁業調査船

「うしお」総トン数19トン（以下「うしお」という）

に代わる新たな漁業調査指導船「ほうじょう」同19ト

ン（以下「ほうじょう」という）を建造し、平成27年

３月に竣工した（図１,２,表１）。 

「ほうじょう」は、調査の状況に応じて選択できる２

種類のウインチや各種の最新調査機器を搭載し、効率的

かつ安全に沿岸漁業調査や海洋環境調査を実施するた

めに建造された１）。  

以下に本船建造の背景、仕様及び搭載する調査機器、

それらの活用状況の概要について紹介し、水産振興に資

する調査船の機能のほか、効率的な調査方法や安全性向

上のために追加された装備、ランニングコスト削減検証

など、運用実態を明らかにしたいと考え、今後の調査船

建造の参考になることを目的として報告する。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図１ 漁業調査指導船「ほうじょう」 

図２ 一般配置図 
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「ほうじょう」建造の背景と経緯 

水産技術センター及び相模湾試験場は、平成３年度の

「うしお」建造以降、同船を用いて、定置網の防災対策

に精力的に取り組むとともに、漁場環境保全調査（東京

湾・相模湾）、東京湾漁場環境総合調査、東京湾生物相

モニタリング調査２)、東京湾マアナゴ資源調査、酒匂川

濁水緊急対策調査などの各調査を実施してきた３）。平成

24年度には船舶の一般的寿命に想定される20年４）を超

過し、故障個所が多くなったことから、調査研究に支障

を及ぼした。 

一方、平成17年、船舶からの海洋汚染などを防止す

る国際条約である海洋汚染防止条約（MARPOL条約）が発

効され、日本においても船舶に搭載されるディーゼルエ

ンジンの窒素酸化物（NOx）の排出規制（１次規制）が

開始された。その後、平成22年には条約の一部が改正

され、新たな排出規制（２次規制）が開始されることに

なった。２次規制はNOxの排出規定値を１次規制より約

20%減らす厳しいもので、平成23年１月以降に建造され

る船舶に搭載するディーゼルエンジンは、２次規制に対

応したエンジンが適用になった５)。 

このような状況下、「うしお」の部品供給も乏しくな

り、相模湾試験場は平成26年度に「うしお」の後継船

を調達する予算を計上し、防衛省からの漁業用施設設置

助成事業補助金により「ほうじょう」を建造することに

なった。         

            「ほうじょう」の概要 

設計・建造の基本コンセプト 

「ほうじょう」の建造に当たっては、設計を委託任せ

にせず、造船所や東京海洋大学工学部准教授などの外部

有識者を含めた建造委員会を設置し、調査の実情にあっ

た使いやすい船舶として、以下の点を基本コンセプトと

して設計・建造が進められた。 

・沿岸海域の海洋調査及び操業に関する指導を実施で

きる機能を確保する。 

・操縦性、復元性、水密性及び耐久性を有した高い安全

性を確保する。 

・機動性、経済性を兼ね備えた20トン未満の１軸船と

する。 

・地球環境に優しい設計とエンジンを搭載する。 

これらのコンセプトに基づいた実際の状況を「海洋調査

のための機能」、「安全航行に関する装備」、「機動性・経

済性に関する仕様」、「環境性能に関する仕様」として次

に概説する。 

海洋調査のための機能  

「ほうじょう」は、小型船舶でありながら電動ウイン

チのほか、漁撈機械として２種類の油圧ウインチ（ワイ

ヤウインチ・トロールウインチ）を搭載した。一つは船

首右舷側に４mm×1,000ｍワイヤを巻いたワイヤウイン

チで（図３）、もう一つは船尾甲板中央に６mm×1,000ｍ

ワイヤを巻いたトロールウインチである（図４）。ワイ

ヤウインチは、深海部の採水やプランクトン採集調査等

に使用し、トロールウインチは、採泥調査や底びき網調

査等に使用している。このように、調査の目的や対象に

よって使い分け、多様な海洋調査に対応できる装備とな

っている６）。また、船首デリック、船尾ダビッドやエン

ドローラーを装備し、底びき網７）や観測ブイなどの重量

物も引き揚げが可能である。 

 

図３ ワイヤウインチ 

 

図４ トロールウインチ 

漁場環境調査の底質調査で使用するスミスマッキン

タイヤ式採泥器（以下「採泥器」という。）は、海底に

着底する際、自重の衝撃でバケットが閉じ泥を採取する

仕組みになっている。竣工後は「うしお」の採泥方法と

同様に電動ウインチを用いていたが、巻上げスピードが
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遅いうえ、使用する繊維ロープは水深の深い場所だと潮

流の影響を受けて斜めになり、バケットが上手く閉じず、

何度も作業を繰り返し長時間作業を余儀なくされてい

た。そこで、採泥を効率的に行うためには、油圧式のト

ロールウインチを用いれば、巻き揚げ速度が上がると同

時に、繊維ロープより細いワイヤロープを使用すること

になり、潮流による影響が少なく、作業効率が良くなる

と考えた（表２）。この組み合わせで適切に採泥が行え

るか確認するため、採泥器上部のワイヤロープに小型カ

メラ（図５）を取付けて、「電動ウインチと繊維ロープ」、

「トロールウインチとワイヤロープ」の組み合わせで採

泥器が泥を採取する海底画像を検証した（図６）。その

結果、ワイヤロープの方が垂直に降下し効率的に採泥で

きていることがわかり、採泥調査時の運用方法はトロー

ルウインチを用いることとした。 

電動ウインチとトロールウインチの採泥調査の効率

性を確認するために、国府津養浜影響調査時の所要時間、

調査人数、航行距離、使用燃料を比較検討した。なお、

同調査地点は合計８か所、最大水深50ｍ、１箇所で３回

の採泥を行い合計24回実施した（図７）。 

比較した結果、表３のとおり調査手法改善後は、調査

人員を減じても所要時間は大幅に短縮されていたほか、

航行距離、使用燃料のいずれも減少していた（表３）。 

表２ 電動ウインチとトロールウインチ性能表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 採泥器上部へ取り付けた小型カメラ 

 

図６ トロールウインチとワイヤロープを使用した採  

泥器着底状況 

 

図７ 国府津養浜調査箇所 

 

表３ 使用ウインチ別の養浜調査結果 

 

以上のように、運用方法を見直すことで「ほうじょう」

の海洋調査機能を最大限発揮できるようになった。 

安全航行に関する装備 

「ほうじょう」には、船長、機関員、甲板員の３名が

船舶職員として配置されている。船舶交通が輻輳する海

域では短時間で調査を完了させることが望ましく、調査

によっては、トロールウインチとワイヤウインチを同時

に操作する必要があり、操船者以外は各種作業に専念せ
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ざるを得ない。このため、操船者は一人で様々な状況を

監視する必要があり、その負担を軽減出来るように、レ

ーダーやGPS、魚群探知機等の複数機器は、一元管理可

能な「NavNet TZtouch」（古野電気製）が搭載されたほ

か、オートパイロット機能も備えた。また、後方と機関

室にモニターを配置し、調査作業を可視化して安全性を

向上させている。特に後方モニターについては、各種機

器を吊り下げておこなう調査時に、ワイヤロープがプロ

ペラに絡むことを避ける必要があり、後方作業の確認に

は有効である。 

水産資源や漁場環境の調査を行うためには、対象生物

や海底地形などに合せた適切な調査海域及び調査地点

の設定が求められる。一方で、東京湾内の海域は船舶交

通の輻輳が多く海上交通の制約も多いため、安全な航行

や調査が求められている。底びき網調査等の操縦制限を

伴う航行を安全に行うためには、自船の識別を他の船舶

へ知らせる能力が効果的である。そこで、相模湾試験場

は「ほうじょう」に簡易型船舶自動識別装置(AIS Class-

B方式)を追加装備する有効性を検討し８）、漁船保険加入

者に対する国の助成制度を活用して追加配備した。AIS 

Class-B方式は、目的地等の航行に関する情報を入力す

る手間もなく、電源を入れさえすれば常時自船の位置情

報を発信するため、特別な操作は不要で、東京湾内での

試験操業を負担なく安全に行える。装備後は、巨大船の

エスコートボートや東京湾海上交通安全センターから

無線呼び出しを度々受けるようになり、船舶の目的地や

変針地点などの航行に関する情報を提供してくれるよ

うになった。また、他の船舶や東京湾海上交通安全セン

ターがレーダー画面と重複して「ほうじょう」の位置を

確認できるため、衝突等の事故リスクは極めて軽減され

ている。このように、調査目的に合わせた調査地点設定

と航行上の安全性との両立は必要不可欠であり、航行及

び調査作業時の安全性に関する装備や機能は、事故防止

対策として有効である。 

その他、相模湾は午後から海風が吹き、風が強くなる

ことがあるため、その対策として15m/sの定常風を横か

ら受けても安全性が確保されるよう、C係数1.0以上の

復元性基準を満たしている。水密基準や排水口面積基準、

安全強度と言った各基準もクリアしており、操縦性、復

元性、水密性、耐久性上の安全も合わせて確保されてい

る。 

機動性・経済性に関する仕様 

機動性を高めるため、２段式舵やサイドスラスターを

装備している。「うしお」にはサイドスラスターはなか

ったが、スパンカーが装備されていた。「ほうじょう」

は船体軽量化の目的と、船尾甲板上の作業スペースを確

保して、安全性と作業効率を高めるために、スパンカー

は搭載されなかった。図４でもわかるように甲板上のス

ペースを広く確保することで、底びき網作業や採泥作業

等が円滑におこなえるようになった。その他、空中ドロ

ーンの着船スペースも確保できている。 

サイドスラスターの装備は、潮流と風向の軸が一致し

ない場合でも容易に船を一定位置に定位することを可

能とした。一例として、右舷側を風上として透明度や

CTD計測を行ったあと、サイドスラスターを用いて船尾

を風上にすることで、精度良い定位で海底の泥を採取す

ることが可能となった。他に、観測機器やプランクトン

ネットを深いところまで降下させる場合など、サイドス

ラスターを適宜使用して船首方位を保持することで、降

下したワイヤロープの角度を小さくすることができた。

これらのことは、作業時間の短縮や使用燃料の軽減にも

繋がる利点である。 

維持費削減を目的として、「ほうじょう」の艤装品は

船用品カタログにある汎用品を多く使用している。また、

搭載装備品に関しては、時代と共に海洋調査や試験操業

の内容が変化することから、品目を厳選し建造時のコス

ト抑制を図っている。建造設計者への聞き取り調査によ

り、サイドスラスターやエアコン、デリックなど、多く

の装置に関しては、汎用品を用いて 15％以上のコスト

を削減している。しかし、このデメリットして、船に合

わせた特注品ではないので、設置するための船側工事や

加工を施す必要があった。 

 燃料消費量の軽減に着目すると、FRP構造内部に木材

ではなくウレタン材を用いるなど、船体を軽量化して滑

走時に上方向へ揚力を発生する設計で、巡航速力

20knot を出せる滑走性の高い船型となっている。（「う

しお」の巡航速力 11knot）巡行速力が早くなったこと

で、調査項目を増やせるようになったほか、急な天候悪

化にも安全に帰港することが可能となった。 

「うしお」と「ほうじょう」の使用燃料を比較するた

め、それぞれの航海日誌から「稼働日」「運行時間」「航

行距離」「消費燃料」などの運航データを全てエクセル

に入力し、運航基礎統計資料を作成して分析をおこない、

その結果を表４に示した。「ほうじょう」の１年間当た

りの平均航行距離は、「うしお」に比べて約10％増加し

たのに対し、１日当たりの燃料使用量は約16%減少して

おり、燃料コストは大きく軽減していた（表４）。 

このように、建造時経費の削減や、使用燃料の削減に
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よる維持費削減は、限られた予算を有効に活用し、研究

の進展に寄与することが可能である。 

 

 表４「ほうじょう」と「うしお」の運航統計比較 

 

環境性能に関する仕様  

「ほうじょう」の主機エンジンは、ヤンマー製ディー

ゼルエンジン6AYP-WGT×１基（619kW）で、国際海事機

構が定める環境高度２次規制に対応している。同機は

「うしお」に搭載していた、三菱製ディーゼルエンジン

S6Y-MTK×１基（700 馬力）より 129 馬力増の性能を有

し、エンジン１基でも最大船速25knot、巡航速力20knot

を出せるため、沿岸調査活動をする性能は十分である。

馬力は増加したが千鳥型２段式燃料噴射ノズルの構造

により、燃焼効率が良く、使用燃料の抑制効果が大きい
９）。 

 

「ほうじょう」の特色ある活用状況について 

「ほうじょう」は、相模湾から東京内湾まで海域の水

質や底質等の環境調査、生物採取調査など、その活用項

目は多岐にわたっている。その中でも相模湾においては

定置網漁業が盛んなことから、定置網敷設状況や台風の

大型化等による漁具被害の状況調査や、近年同湾で顕在

化している磯焼け対策のための藻場調査は重要な業務

となっている。これらの調査を進めるために、「ほうじ

ょう」は複数の空中・水中ドローンを運用し、海上にお

ける機動力を高め、空中と海中での調査を可能とした 10，

11）。また、船橋内に 40 インチ型テレビモニターを壁掛

け設置し、ドローン操縦者しか見られなかった小型画面

を操縦者以外の研究員や乗組員が確認できるようにし

た。画面には、ドローンの飛行高度や位置、水深等の情

報が映し出され、研究員等が操縦者に対して具体的な指

示を出しやすいように工夫された（図８）。また、操縦

者の小型画面では確認できなかった定置網の損壊を、複

数の者が大型画面で確認して発見するなど、必要な調査

箇所への誘導が適確になり、効率的な調査が可能となっ

た。 

具体的な事例としては、平成29年の台風21号通過直

後、定置網敷設状況の空撮を行い、被災状況を把握し、

漁業者への情報提供を実施して漁具の被害復旧作業支

援を行った。また、藻場調査においては、令和元年から

同２年にかけて、国立研究開発法人水産研究・教育機構

水産工学所（現国立研究開発法人水産研究・教育機構水

産技術研究所水産工学部）と共同で藻場調査手法の開発

研究を行い、その成果は、水産庁「広域藻場モニタリン

グ手引き」として取りまとめられた 12）。平成30年６月

には、相模湾試験場が開発の協力をしている株式会社

FullDepthの小型水中ドローンを「ほうじょう」から潜

航させ、相模湾の深海983mの海底撮影に成功した 13）。

また、同社との水中ドローン調査では、海底障害物の発

見や人工漁礁の現状確認 14）などが可能であるため、水

産業に活用できる水中ドローンの開発に寄与するため

の調査試験を実施している（図９）。 

 

 

図８ 空中ドローン操縦モニターのテレビ画面映像 

 

 

図９ 民間企業との水中ドローン試験の様子 

 

おわりに 

 神奈川県の海岸線は総延長431km15)、全国第27位の長

さで、水深1,000ｍを超える深海域を含め、その海域に

は多様な生物が豊富に存在している。しかし、海中の状

況は陸上と違い十分に把握されていない。自然災害によ

る漁場環境の急変や漁具の被災、磯焼けによる藻場の消
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失など様々な課題が存在することから、最先端の調査機

器を用いた調査を推進し、神奈川県の水産業が持続的に

発展することが期待されている。 

海洋調査を実施するには、調査に見合った多くの調査

機器を効率的かつ効果的に用いる必要があることから、

単に作業船を傭船すれば事足りると言うわけにはいか

ず、調査に必要な知識と技術を兼ね備えた研究員と船員、

そして調査船の存在が必要不可欠である。 

「ほうじょう」は、地球環境に優しく経済性も高いが、

船体を軽くしているため、風浪にはどうしてもやや弱い。

そのため、沖合での広範囲な活動には適しているとは言

えず、沖合を展開する場合には、その海域に見合った調

査船の活用が望ましい。 

また、近年は地方自治体の財政難もあって、後継船建

造が困難な傾向にある 16，17）。新たな調査船を建造する際

には、時代ニーズに対応した真に必要な船舶建造が求め

られており、搭載して使用する調査機器や漁撈装置など

も慎重に検討を重ね、必要で使いやすいものを選択する

必要がある 18)。さらに、調査船はランニングコストも高

額となるため、搭載する主機関や補機関、電気系統にお

いても、燃料消費量などを考慮して、維持運営に支障を

生じないように努めなければならない 19)。 

調査船の耐用年数が過ぎ、後継船を建造する時には、

予算要求等に携わる者が次の世代へ様変わりしている

ため、代船建造に至る経緯 20）や船舶概要を残しておく

のは非常に大きな意味がある 21～23)。調査船の活用で得

られた成果や実績報告書 24，25)なども次に繋がる貴重な

基礎資料になり、理解を得ながら後継船建造が円滑に進

めるために必須であると考えられる。 

「ほうじょう」の耐用年数が経過し、後継船を建造す

る際には、本稿が少しでも有効に活用されることを切望

している。また、「ほうじょう」はいつの時代において

も、神奈川県沿岸域の水産工学調査を推進し、神奈川県

水産業の振興を目指す船舶であると期待したい。 
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